




































































（5） SecretaryBaker’s addresson “ANewPacificPartnership:Framework for theFuture”,June,26,1989.
DepartmentofStateBulletin,August,1989,pp64－66.
（6） AStrategicFramework for theAsianPacificRim:Lookingtowardthe21stCentury:ThePresident’s
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合であり，武力の行使と認められる瀬戸際まで補給活動を行うか，また，その瀬戸際を決
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める基準とは何かを決めるのは政策上の選択であり，（憲法の解釈とは）別個の問題である
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こには警察活動としての性格に基づく限界はあるものの，具体的な範囲に関しては，その
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時々の状況等を勘案して判断するべきである
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かその後方地域で行われるかというだけで，武力行使と一体化しているか否かを判断する
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性質の問題ではない
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使と一体化する』という問題が生じる懸念があるものの，一般的には実力の行使には該当
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せず，憲法第9条に抵触するか否かの問題にはならない
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」（39）とし，「機雷の除去」について
は，「（外国の軍隊による）日本への武力攻撃の一環として敷設されたもの以外に対しては
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自衛権の行使に該当せず認められないが，遺棄された機雷等，武力攻撃の一環として認め
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られないものを対象とするのは，単に海上の危険物を取り除くに留まり，憲法上禁じられ
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することは中間報告では予定されておらず，戦闘地域とは一線を画した地域での活動を想
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定しており，『捜索・救難が武力の行使』と一体化するとの問題は生じ得ない」
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は，（自衛隊が米軍への支援を）実施する地域を変更する，（支援）活動を中断する，現場で
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は支援を一時中止すると規定しており（同法案第5条），『支援活動が米軍による武力の行
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使と一体化する』ことは想定されない
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」（45）とも答弁した。そして，その上で，「仮に（自衛隊
0 0 0 0 0
の）輸送する対象が武器・弾薬あるいは兵員であっても（武力行使と一体化しないという）
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結論に変わりはないが，そのような判断は十分慎重に行うべきである」
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態様等を総合して判断するゆえ，その（『周辺』とされる）地域を，あらかじめ地理上で特定
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することはできない
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」と述べる一方，「現実の問題として，そうした事態の起こり得る地域
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にはおのずと限界があり，（周辺事態が）中東やインド洋で生起することは基本的に想定さ
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が仮に米軍の軍事行動への協力として行われたとしても，それは『米軍が日本国内の施設
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を使用するのを応諾する』ことにとどまり，『武力の行使との一体化』が生じ得る活動の類
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型には該当せず，『日本による武力の行使』には当たらない
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油・整備を終えた後に再び出撃する場合は『武力行使との一体化』とならないのか
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」との質
問がなされたが，大森は，「そうした事態は仮定の問題として存在するが，憲法上検討する
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余地が残っている」
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（50）と述べるにとどまった。
さらに彼は，「日本に対する侵攻国を支援しようとする船舶を検査するのは，日本の自衛
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行動として必要であり，憲法第9条が否定している交戦権には該当しない
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」（51），「米軍の艦
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船に対する給油は，日本の領域内において，比較的長期間にわたる艦船の行動全体に対し
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て行うという特性を有しており，個々の戦闘作戦行動と密接な関係を持っていない
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」（52）と，
米軍への支援を正当化する旨を答弁した。さらに，「日米安保条約の目的を達成しようと活
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動する米軍に支援することは，『武力の行使』には該当せず，日本が集団的自衛権を行使す
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ることにはならない
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いて総合的に判断するしかない
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しないことに加え，当該措置を実施する区域を非戦闘地域に限定するための仕組みを設け
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ることによって，『他国の軍隊が仮に武力を行使しても（自衛隊が）それ（他国の軍隊によ
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る武力の行使）と一体化しなければ，自衛隊による活動が（他国の軍隊による武力の行使
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と）一体化しない』という法律上の制度を設けているので，憲法第9条に照らしても問題は
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生じない
0 0 0 0
」（70）と応えた。しかし，これらの答弁には，「武力行使との一体化」や「非戦闘地域」
を判断するための具体的な基準が何ら明らかにされていなかった。
有事関連法案をめぐる答弁
一方，日本政府は，日本が国外から安全を脅かされるような事態に備えるため，有事関
連法の制定に着手した。そして，2002年4月，日本政府は武力攻撃事態法案を作成し，国会
に上程した。同法案は，「日本が外部から武力による攻撃（武力攻撃）を受けた（武力攻撃を
受けるおそれのある場合を含む）事態または武力攻撃が予測される事態への対処」（第2条）
を定めていた。そして，対処するための措置には，「日米安保条約に従って武力攻撃を排除
するために必要な行動が円滑かつ効果的に行われるために実施する物品・施設・役務の提
供等の措置並びに外交上等の措置」（同条）が列挙されると同時に，「武力攻撃事態に対処
する際は日米安保条約に基づいて米国と緊密に協力し，国際連合等国際社会から理解を得
て協調的に行動する」（第3条）と，米国との関係を重視する規定が盛り込まれていた（71）。
こうして国会で，武力攻撃事態法案の審議が始まると，「国際法上，米軍の行動には日本
の国内法が適用されないことになっているが，（駐留米軍に関する）地位協定の第16条で
『米軍は国内法を尊重する義務を持つ』と定められており，この関係はどうなるのか」との
質問に，津野修・法制局長官は，「（米軍が）国内法を尊重するということは，日本の法令が
（米軍に）適用されることとは違う」とした上で，「地位協定には駐留米軍の移動に関して
一定の法律が適用されると定められているが，こうした例を除き，駐留米軍には日本の法
令が適用されず，従って法令に違反することはあり得ない」（72）と答弁した。
さらに，「第2条に規定された米軍への便宜供与は，ACSA（前出，1996年に締結された
自衛隊と米軍との間における後方支援及び物品・役務の相互提供に関する協定）を，周辺
事態のみならず日本に対する武力攻撃にも拡大しようとするものではないのか」との質問
に，津野は，「当該規定は，あくまで（日本に対する）武力攻撃を終結させるために実施す
る措置であり，ACSAのような協定によらず，日本の法律等に基づいて準備するという意
味である」（73）と応じた。結局，武力攻撃事態法案は，適用する対象を「武力攻撃が発生した
場合又はそれが発生すると認められる明白な危険が切迫していると認められる場合（武力
攻撃事態）」及び「武力攻撃事態には至らないものの武力攻撃が予測される場合（武力攻撃
（70） 『第162回国会参議院予算委員会会議録第6号』2005年3月7日，29頁。
（71） 武力攻撃事態法案の全文は，『朝日新聞』2002年4月17日。
（72） 『第154回国会衆議院武力攻撃事態の対処に関する特別委員会議録第5号』2002年5月9日，14頁。
（73） 『第154回国会衆議院武力攻撃事態の対処に関する特別委員会議録第7号』2002年5月20日，30－31頁。
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予測事態）」に改めた上，翌2003年6月6日，武力攻撃事態対処法として成立した。
続いて翌2014年2月，政府は新たな有事関連法の一つとして，米軍行動円滑化法案の概
要を公表した。これは，「日本に対する外部からの武力攻撃を，日米安保条約に従って排除
するために必要な米軍の行動を円滑かつ効果的に実施するための措置」として，「自衛隊が
役務の提供を行う」ものとしていた（74）。そして同法案が国会に上程されると，「この法案で
は，武力攻撃事態のみならず，武力攻撃の予測事態や武力攻撃に至らない段階でも米軍に
弾薬を提供できることになっているのは問題である」との質問に，秋山法制局長官は，「日
本に対する武力攻撃を排除するために必要最小限の武力を行使するのは憲法（第9条）も
否定していないと考えられ，そうした対応措置を準備する段階において，日米両国は相互
に協力することの一環として，（自衛隊が）米軍に弾薬を提供することも，憲法上問題には
ならない」（75）と答弁した。
その後，米軍行動円滑化法案を含む有事関連7法案は，同年6月14日，国会で可決・成
立した。一連の有事関連法案に関して法制局の行った答弁は，結果として米軍に便宜を図
るものとなっていた。
結論
「冷戦の終結」前後から「対テロ戦争」に至るまでの時期，法制官僚は，憲法第9条で許容
し得る限り，有事対応・平和復興支援関連法の制定を推進したと言えよう。それは結果と
して，「安全保障政策を軍事面で拡充しよう」とする日米両国政府の意向に沿うものとなっ
た。
その過程で，日本側で意見の一致が見られたもの（国連PKO法等）は成立し，政府・与
党内に反対が強いもの（国連平和協力法案）は実現に至らなかった。工藤敦夫（前出，湾岸
戦争前後の法制局長官）は後に，「自分たち（法制局）の（法令に対する）審査は政策優先で
ある」（76）と語っているのは，「法案を解釈する際に政府・与党の多数意見を重視する」とい
うことを表わしていると言えよう。
しかし，そうした中で，法制官僚は，文言の解釈を駆使して有事対応・平和復興支援関
連法と憲法第9条との整合性を図ることに傾注するようになった。秋山収（前出，対テロ戦
争前後の法制局長官）は，「非戦闘地域」という概念を，「戦闘があるかないかわからない状
況でも自衛隊が活動できる」ように工夫した「官庁文学の傑作である」（77）と述べているが，
そこには，法律の解釈と現実の事態との乖離が最早看過し得ないものとなっていた。
そして，このような解釈は，日米安保協力を軍事・非軍事の両面において，その後一層
拡大する事態をもたらしたのである。
 （2015.6.12受稿，2015.7.17受理）
（74） 米軍行動円滑化法案の概要は，『朝日新聞』2004年2月25日。
（75） 『第159回国会参議院予算委員会会議録第7号』2004年3月10日，44頁。
（76） 政策研究大学院C.O.Eオーラル・政策研究プロジェクト『工藤敦夫オーラル・ヒストリー』2005年，94－95頁。
（77） 『朝日新聞』2007年8月11日。
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〔抄　録〕
「冷戦の終結」前後から「対テロ戦争」に至るまでの時期、法制官僚は、憲法第9条で許容
し得る限り、有事対応・平和復興支援関連法の制定を推進したと言えよう。それは結果と
して、「安全保障政策を軍事面で拡充しよう」とする日米両国政府の意向に沿うものとなっ
た。その過程で、日本側で意見の一致が見られたもの（国連PKO法等）は成立し、政府・
与党内に反対が強いもの（国連平和協力法案）は実現に至らなかった。
しかし、そうした中で、法制官僚は、文言の解釈を駆使して有事対応・平和復興支援関
連法と憲法第9条との整合性を図ることに傾注するようになった。そこには、法律の解釈
と現実の事態との乖離が最早看過し得ないものとなっていた。
そして、このような解釈は、日米安保協力を軍事・非軍事の両面において、その後一層
拡大する事態をもたらしたのである。
